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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成十二年五月八日法律第五十七号）

一部改正：平成十七年五月二日法律第三十七号

第一章 総則（第一条・第二条）

第二章 土砂災害防止対策基本指針等（第三条―第五条）

第三章 土砂災害警戒区域（第六条・第七条）

第四章 土砂災害特別警戒区域（第八条―第二十五条）

第五章 雑則（第二十六条―第二十八条）

第六章 罰則（第二十九条―第三十三条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、土砂災害から国民の生命及び身体を保護するため、土砂災害が発生

するおそれがある土地の区域を明らかにし、当該区域における警戒避難体制の整備を図

るとともに、著しい土砂災害が発生するおそれがある土地の区域において一定の開発行

為を制限するほか、建築物の構造の規制に関する所要の措置を定めること等により、土

砂災害の防止のための対策の推進を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的

とする。

（定義）

第二条 この法律において、「土砂災害」とは、急傾斜地の崩壊（傾斜度が三十度以上で

ある土地が崩壊する自然現象をいう。）、土石流（山腹が崩壊して生じた土石等又は渓流

の土石等が水と一体となって流下する自然現象をいう。）又は地滑り（土地の一部が地

下水等に起因して滑る自然現象又はこれに伴って移動する自然現象をいう。）（以下「急

傾斜地の崩壊等」と総称する。）を発生原因として国民の生命又は身体に生ずる被害を

いう。

第二章 土砂災害防止対策基本指針等

（土砂災害防止対策基本指針）

第三条 国土交通大臣は、土砂災害の防止のための対策の推進に関する基本的な指針（以

下「基本指針」という。）を定めなければならない。

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 この法律に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に関する基本的な事項

二 次条第一項の基礎調査の実施について指針となるべき事項

三 第六条第一項の土砂災害警戒区域及び第八条第一項の土砂災害特別警戒区域の指定

法律
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について指針となるべき事項

四 第八条第一項の土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転その他この法律に基づき行

われる土砂災害の防止のための対策に関し指針となるべき事項

３ 国土交通大臣は、基本指針を定めようとするときは、あらかじめ、総務大臣及び農林

水産大臣に協議するとともに、社会資本整備審議会の意見を聴かなければならない。

４ 国土交通大臣は、基本指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。

５ 前二項の規定は、基本指針の変更について準用する。

（基礎調査）

第四条 都道府県は、基本指針に基づき、おおむね五年ごとに、第六条第一項の土砂災害

警戒区域及び第八条第一項の土砂災害特別警戒区域の指定その他この法律に基づき行わ

れる土砂災害の防止のための対策に必要な基礎調査として、急傾斜地の崩壊等のおそれ

がある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害の発生のおそれがある土地

の利用の状況その他の事項に関する調査（以下「基礎調査」という。）を行うものとす

る。

２ 都道府県は、基礎調査の結果を、国土交通省令で定めるところにより、関係のある市

町村（特別区を含む。以下同じ。）の長に通知しなければならない。

３ 国土交通大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、都道府県に対

し、基礎調査の結果について必要な報告を求めることができる。

（基礎調査のための土地の立入り等）

第五条 都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者は、基礎調査のためにやむを

得ない必要があるときは、その必要な限度において、他人の占有する土地に立ち入り、

又は特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用することができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、あらかじめ、その旨

を当該土地の占有者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困

難であるときは、この限りでない。

３ 第一項の規定により宅地又は垣、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立ち入ろう

とする場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入りの際、あらかじめ、その旨

を当該土地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があった場合を除き、前項に規定

する土地に立ち入ってはならない。

５ 第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。

６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用しようとす

る者は、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その意見を聴かなけれ

ばならない。

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項に規定する立入り又は一

時使用を拒み、又は妨げてはならない。

法律
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８ 都道府県は、第一項に規定する立入り又は一時使用により損失を受けた者がある場合

においては、その者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければならない。

９ 前項に規定する損失の補償については、都道府県と損失を受けた者とが協議しなけれ

ばならない。

１０ 前項に規定する協議が成立しない場合においては、都道府県は、自己の見積もった

金額を損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該金額につい

て不服のある者は、政令で定めるところにより、補償金の支払を受けた日から三十日以

内に、収用委員会に土地収用法 （昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条第二項

の規定による裁決を申請することができる。

第三章 土砂災害警戒区域

（土砂災害警戒区域）

第六条 都道府県知事は、基本指針に基づき、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民

等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域に

おける土砂災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として政令

で定める基準に該当するものを、土砂災害警戒区域（以下「警戒区域」という。）とし

て指定することができる。

２ 前項に規定する指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定する

土砂災害の発生原因ごとに、指定の区域及びその発生原因となる自然現象の種類を定め

てするものとする。

３ 都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の長の

意見を聴かなければならない。

４ 都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨並

びに指定の区域及び土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を公示しなければならな

い。

５ 都道府県知事は、前項に規定する公示をしたときは、速やかに、国土交通省令で定め

るところにより、関係のある市町村の長に、同項の規定により公示された事項を記載し

た図書を送付しなければならない。

６ 前三項の規定は、指定の解除について準用する。

（警戒避難体制の整備等）

第七条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の

長。以下同じ。）は、警戒区域の指定があったときは、市町村地域防災計画（災害対策

基本法 （昭和三十六年法律第二百二十三号）による市町村地域防災計画をいう。）にお

いて、当該警戒区域ごとに、土砂災害に関する情報の収集及び伝達、予報又は警報の発

令及び伝達、避難、救助その他当該警戒区域における土砂災害を防止するために必要な

警戒避難体制に関する事項について定めるものとする。

２ 市町村防災会議は、警戒区域内に主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災

上の配慮を要する者が利用する施設がある場合には、当該施設の利用者の円滑な警戒避
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難が行われるよう前項の土砂災害に関する情報、予報及び警報の伝達方法を定めるもの

とする。

３ 警戒区域をその区域に含む市町村の長は、第一項に規定する市町村地域防災計画に基

づき、国土交通省令で定めるところにより、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜

地の崩壊等のおそれがある場合の避難地に関する事項その他警戒区域における円滑な警

戒避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した印

刷物の配布その他の必要な措置を講じなければならない。

第四章 土砂災害特別警戒区域

（土砂災害特別警戒区域）

第八条 都道府県知事は、基本指針に基づき、警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生

した場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれが

あると認められる土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室（建築基準法 （昭和

二十五年法律第二百一号）第二条第四号 に規定する居室をいう。以下同じ。）を有する

建築物の構造の規制をすべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、土

砂災害特別警戒区域（以下「特別警戒区域」という。）として指定することができる。

２ 前項に規定する指定（以下この条において「指定」という。）は、第二条に規定する

土砂災害の発生原因ごとに、指定の区域並びにその発生原因となる自然現象の種類及び

当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項（土砂災害の発生

を防止するために行う建築物の構造の規制に必要な事項として政令で定めるものに限

る。）を定めてするものとする。

３ 都道府県知事は、指定をしようとするときは、あらかじめ、関係のある市町村の長の

意見を聴かなければならない。

４ 都道府県知事は、指定をするときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨並

びに指定の区域、土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び第二項に規定する政令

で定める事項を公示しなければならない。

５ 都道府県知事は、前項に規定する公示をしたときは、速やかに、国土交通省令で定め

るところにより、関係のある市町村の長に、同項の規定により公示された事項を記載し

た図書を送付しなければならない。

６ 指定は、第四項に規定する公示によってその効力を生ずる。

７ 関係のある市町村の長は、第五項の図書を当該市町村の事務所において、一般の縦覧

に供しなければならない。

８ 都道府県知事は、土砂災害の防止に関する工事の実施等により、特別警戒区域の全部

又は一部について指定の事由がなくなったと認めるときは、当該特別警戒区域の全部又

は一部について指定を解除するものとする。

９ 第三項から第六項までの規定は、前項に規定する解除について準用する。

（特定開発行為の制限）

第九条 特別警戒区域内において、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第十二
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項の開発行為で当該開発行為をする土地の区域内において建築が予定されている建築物

（当該区域が特別警戒区域の内外にわたる場合においては、特別警戒区域外において建

築が予定されている建築物を除く。以下「予定建築物」という。）の用途が制限用途で

あるもの（以下「特定開発行為」という。）をしようとする者は、あらかじめ、都道府

県知事の許可を受けなければならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置とし

て行う行為その他の政令で定める行為については、この限りでない。

２ 前項の制限用途とは、予定建築物の用途で、住宅（自己の居住の用に供するものを除

く。）並びに高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利用する

社会福祉施設、学校及び医療施設（政令で定めるものに限る。）以外の用途でないもの

をいう。

（申請の手続）

第十条 前条第一項の許可を受けようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、

次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければならない。

一 特定開発行為をする土地の区域（以下「開発区域」という。）の位置、区域及び規

模

二 予定建築物（前条第一項の制限用途のものに限る。以下「特定予定建築物」という。）

の用途及びその敷地の位置

三 特定予定建築物における土砂災害を防止するため自ら施行しようとする工事（以下

「対策工事」という。）の計画

四 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画

五 その他国土交通省令で定める事項

２ 前項の申請書には、国土交通省令で定める図書を添付しなければならない。

（許可の基準）

第十一条 都道府県知事は、第九条第一項の許可の申請があったときは、前条第一項第三

号及び第四号に規定する工事（以下「対策工事等」という。）の計画が、特定予定建築

物における土砂災害を防止するために必要な措置を政令で定める技術的基準に従い講じ

たものであり、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基づく命令の規定に違

反していないと認めるときは、その許可をしなければならない。

（許可の条件）

第十二条 都道府県知事は、第九条第一項の許可に、対策工事等の施行に伴う災害を防止

するために必要な条件を付することができる。

（既着手の場合の届出等）

第十三条 特別警戒区域の指定の際当該特別警戒区域内において既に特定開発行為（第九

条第一項ただし書に規定する政令で定める行為を除く。）に着手している者は、その指

定の日から起算して二十一日以内に、国土交通省令で定めるところにより、その旨を都

道府県知事に届け出なければならない。



6

法律

２ 都道府県知事は、前項に規定する届出があった場合において、当該届出に係る開発区

域（特別警戒区域内のものに限る。）における土砂災害を防止するために必要があると

認めるときは、当該届出をした者に対して、予定建築物の用途の変更その他の必要な助

言又は勧告をすることができる。

（許可の特例）

第十四条 国又は地方公共団体が行う特定開発行為については、国又は地方公共団体と都

道府県知事との協議が成立することをもって第九条第一項の許可を受けたものとみな

す。

（許可又は不許可の通知）

第十五条 都道府県知事は、第九条第一項の許可の申請があったときは、遅滞なく、許可

又は不許可の処分をしなければならない。

２ 前項の処分をするには、文書をもって当該申請をした者に通知しなければならない。

（変更の許可等）

第十六条 第九条第一項の許可（この項の規定による許可を含む。）を受けた者は、第十

条第一項第二号から第四号までに掲げる事項の変更をしようとする場合においては、都

道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、変更後の予定建築物の用途が第九

条第一項の制限用途以外のものであるとき、又は国土交通省令で定める軽微な変更をし

ようとするときは、この限りでない。

２ 前項の許可を受けようとする者は、国土交通省令で定める事項を記載した申請書を都

道府県知事に提出しなければならない。

３ 第九条第一項の許可を受けた者は、第一項ただし書に該当する変更をしたときは、遅

滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

４ 第十一条、第十二条及び前二条の規定は、第一項の許可について準用する。

５ 第一項の許可又は第三項に規定する届出の場合における次条から第十九条までの規定

の適用については、第一項の許可又は第三項に規定する届出に係る変更後の内容を第九

条第一項の許可の内容とみなす。

（工事完了の検査等）

第十七条 第九条第一項の許可を受けた者は、当該許可に係る対策工事等のすべてを完了

したときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なけ

ればならない。

２ 都道府県知事は、前項に規定する届出があったときは、遅滞なく、当該対策工事等が

第十一条に規定する政令で定める技術的基準に適合しているかどうかについて検査し、

その検査の結果当該対策工事等が当該政令で定める技術的基準に適合していると認めた

ときは、国土交通省令で定める様式の検査済証を当該届出をした者に交付しなければな

らない。

３ 都道府県知事は、前項の規定により検査済証を交付したときは、遅滞なく、国土交通
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省令で定めるところにより、当該対策工事等が完了した旨を公告しなければならない。

（建築制限）

第十八条 第九条第一項の許可を受けた開発区域（特別警戒区域内のものに限る。）内の

土地においては、前条第三項に規定する公告があるまでの間は、第九条第一項の制限用

途の建築物を建築してはならない。

（特定開発行為の廃止）

第十九条 第九条第一項の許可を受けた者は、当該許可に係る対策工事等を廃止したとき

は、遅滞なく、国土交通省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出な

ければならない。

（監督処分）

第二十条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、特定予定建築物

における土砂災害を防止するために必要な限度において、第九条第一項若しくは第十六

条第一項の許可を取り消し、若しくはその許可に付した条件を変更し、又は工事その他

の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて必要な措置をとることを命ずること

ができる。

一 第九条第一項又は第十六条第一項の規定に違反して、特定開発行為をした者

二 第九条第一項又は第十六条第一項の許可に付した条件に違反した者

三 特別警戒区域で行われる又は行われた特定開発行為（当該特別警戒区域の指定の際

当該特別警戒区域内において既に着手している行為を除く。）であって、特定予定建

築物の土砂災害を防止するために必要な措置を第十一条に規定する政令で定める技術

的基準に従って講じていないものに関する工事の注文主若しくは請負人（請負工事の

下請人を含む。）又は請負契約によらないで自らその工事をしている者若しくはした

者

四 詐欺その他不正な手段により第九条第一項又は第十六条第一項の許可を受けた者

２ 前項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において、過失がなく

て当該措置を命ずべき者を確知することができないときは、都道府県知事は、その者の

負担において、当該措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行

わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該措置を行うべき

旨及びその期限までに当該措置を行わないときは、都道府県知事又はその命じた者若し

くは委任した者が当該措置を行う旨を、あらかじめ、公告しなければならない。

３ 都道府県知事は、第一項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

国土交通省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。

４ 前項の標識は、第一項の規定による命令に係る土地又は建築物若しくは建築物の敷地

内に設置することができる。この場合においては、同項の規定による命令に係る土地又

は建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理者又は占有者は、当該標識の設置を拒み、

又は妨げてはならない。
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（立入検査）

第二十一条 都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者は、第九条第一項、第十

六条第一項、第十七条第二項、第十八条又は前条第一項の規定による権限を行うため必

要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地又は当該土地において行われ

ている対策工事等の状況を検査することができる。

２ 第五条第五項の規定は、前項の場合について準用する。

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。

（報告の徴収等）

第二十二条 都道府県知事は、第九条第一項又は第十六条第一項の許可を受けた者に対し、

当該許可に係る土地又は当該許可に係る対策工事等の状況について報告若しくは資料の

提出を求め、又は当該土地における土砂災害を防止するために必要な助言若しくは勧告

をすることができる。

（特別警戒区域内における居室を有する建築物の構造耐力に関する基準）

第二十三条 特別警戒区域における土砂災害の発生を防止するため、建築基準法第二十条

に基づく政令においては、居室を有する建築物の構造が当該土砂災害の発生原因となる

自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に対して安全なものとなるよう建築

物の構造耐力に関する基準を定めるものとする。

（特別警戒区域内における居室を有する建築物に対する建築基準法の適用）

第二十四条 特別警戒区域（建築基準法第六条第一項第四号の区域を除く。）内における

居室を有する建築物（同項第一号から第三号までに掲げるものを除く。）については、

同項第四号の規定に基づき都道府県知事が関係市町村の意見を聴いて指定する区域内に

おける建築物とみなして、同法第六条から第七条の五まで、第十八条、第八十九条、第

九十一条及び第九十三条の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用する。

（移転等の勧告）

第二十五条 都道府県知事は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には特別警戒区域内に存

する居室を有する建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるお

それが大きいと認めるときは、当該建築物の所有者、管理者又は占有者に対し、当該建

築物の移転その他土砂災害を防止し、又は軽減するために必要な措置をとることを勧告

することができる。

２ 都道府県知事は、前項に規定する勧告をした場合において、必要があると認めるとき

は、その勧告を受けた者に対し、土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。

第五章 雑則
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（費用の補助）

第二十六条 国は、都道府県に対し、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、

基礎調査に要する費用の一部を補助することができる。

（資金の確保等）

第二十七条 国及び都道府県は、第二十五条第一項に規定する勧告に基づく建築物の移転

等が円滑に行われるために必要な資金の確保、融通又はそのあっせんに努めるものとす

る。

（緊急時の指示）

第二十八条 国土交通大臣は、土砂災害が発生し、又は発生するおそれがあると認められ

る場合において、土砂災害を防止し、又は軽減するため緊急の必要があると認められる

ときは、都道府県知事に対し、この法律の規定により都道府県知事が行う事務のうち政

令で定めるものに関し、必要な指示をすることができる。

第六章 罰則

第二十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰

金に処する。

一 第九条第一項又は第十六条第一項の規定に違反して、特定開発行為をした者

二 第十八条の規定に違反して、第九条第一項の制限用途の建築物を建築した者

三 第二十条第一項の規定による都道府県知事の命令に違反した者

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金

に処する。

一 第五条第七項の規定に違反して、土地の立入り又は一時使用を拒み、又は妨げた者

二 第二十一条第一項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

第三十一条 第二十二条の規定による報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資

料を提出せず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者は、二十万円以下の罰金に

処する。

第三十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務又は財産に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。

第三十三条 第十三条第一項、第十六条第三項又は第十九条の規定に違反して、届出をせ

ず、又は虚偽の届出をした者は、二十万円以下の過料に処する。

附則 抄
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（施行期日）

第一条 この法律は、平成十三年四月一日から施行する。

附則（平成十七年五月二日法律第三十七号抄）

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。［平成十七年六月政令第百九十四号により、平成十七年七月一日から

施行］
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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令

（平成十三年三月二十八日政令第八十四号）

内閣は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二

年法律第五十七号）第五条第十項、第六条第一項、第八条第一項及び第二項、第九条第一

項ただし書及び第二項、第十一条、第二十六条並びに第二十八条の規定に基づき、この政

令を制定する。

（収用委員会の裁決の申請手続）

第一条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「法」

という。）第五条第十項の規定により土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第

九十四条第二項の規定による裁決を申請しようとする者は、国土交通省令で定める様式

に従い、同条第三項各号（第三号を除く。）に掲げる事項を記載した裁決申請書を収用

委員会に提出しなければならない。

（土砂災害警戒区域の指定の基準）

第二条 法第六条第一項の政令で定める基準は、次の各号に掲げる土砂災害の発生原因と

なる自然現象の区分に応じ、当該各号に定める土地の区域であることとする。

一 急傾斜地の崩壊 次に掲げる土地の区域

イ 急傾斜地（傾斜度が三十度以上である土地の区域であって、高さが五メートル以

上のものに限る。以下同じ。）

ロ 次に掲げる土地の区域のうちイの急傾斜地の上端と下端の右端の点を通る鉛直面

と左端の点を通る鉛直面で挟まれる土地の区域

(1) イの急傾斜地の上端に隣接する急傾斜地以外の土地の区域であって、当該上端

からの水平距離が十メートル以内のもの

(2) イの急傾斜地の下端に隣接する急傾斜地以外の土地の区域であって、当該下端

からの水平距離が当該急傾斜地の高さに相当する距離の二倍（当該距離の二倍が

五十メートルを超える場合にあっては、五十メートル）以内のもの（急傾斜地の

崩壊が発生した場合において、地形の状況により明らかに土石等が到達しないと

認められる土地の区域を除く。）

二 土石流 その流水が山麓における扇状の地形の地域に流入する地点より上流の部分
ろく

の勾配が急な河川（当該上流の流域面積が五平方キロメートル以下であるものに限る。

第七条第四号ハにおいて「渓流」という。）のうち当該地点より下流の部分及び当該

下流の部分に隣接する一定の土地の区域であって、国土交通大臣が定める方法により

計測した土地の勾配が二度以上のもの（土石流が発生した場合において、地形の状況

により明らかに土石流が到達しないと認められる土地の区域を除く。）

三 地滑り 次に掲げる土地の区域

イ 地滑り区域（地滑りしている区域又は地滑りするおそれのある区域をいう。以下

同じ。）

ロ イの地滑り区域に隣接する一定の土地の区域であって、当該地滑り区域及び当該

政令
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一定の土地の区域を投影した水平面上において、当該一定の土地の区域の投影が、

当該地滑り区域の境界線の投影（以下この号において「境界線投影」という。）の

うち当該境界線投影と地滑り方向（当該地滑り区域に係る地滑り地塊が滑る場合に

当該水平面上において当該地滑り地塊の投影が移動する方向をいう。以下この号及

び次条第三号ロにおいて同じ。）に平行な当該水平面上の二本の直線との接点を結

ぶ部分で地滑り方向にあるもの（同号ロにおいて「特定境界線投影」という。）を、

当該境界線投影に接する地滑り方向と直交する当該水平面上の二本の直線間の距離

（当該距離が二百五十メートルを超える場合にあっては、二百五十メートル）だけ

当該水平面上において地滑り方向に平行に移動したときにできる軌跡に一致する土

地の区域（地滑りが発生した場合において、地形の状況により明らかに地滑り地塊

の滑りに伴って生じた土石等が到達しないと認められる土地の区域を除く。）

（土砂災害特別警戒区域の指定の基準）

第三条 法第八条第一項の政令で定める基準は、次の各号に掲げる土砂災害の発生原因と

なる自然現象の区分に応じ、当該各号に定める土地の区域であることとする。

一 急傾斜地の崩壊 次に掲げる土地の区域

イ その土地の区域内に建築物が存するとした場合に急傾斜地の崩壊に伴う土石等の

移動により当該建築物の地上部分に作用すると想定される力の大きさ（当該急傾斜

地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の下端から当該建築物までの水平距離等に応じ

て国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）が、通常の居室を有す

る建築物（以下この条において「通常の建築物」という。）が土石等の移動に対し

て住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずることなく

耐えることのできる力の大きさ（当該急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動により力

が当該通常の建築物の地上部分に作用する場合の土石等の高さに応じて国土交通大

臣が定める方法により算出した数値とする。）を上回る土地の区域

ロ その土地の区域内に建築物が存するとした場合に急傾斜地の崩壊に伴う土石等の

堆積により当該建築物の地上部分に作用すると想定される力の大きさ（当該急傾斜
たい

地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の下端から当該建築物までの水平距離等に応じ

て国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）が、通常の建築物が土

石等の堆積に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊

を生ずることなく耐えることのできる力の大きさ（当該急傾斜地の崩壊に伴う土石

等の堆積により力が当該通常の建築物の地上部分に作用する場合の土石等の高さに

応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）を上回る土地の区

域

二 土石流 その土地の区域内に建築物が存するとした場合に土石流により当該建築物

に作用すると想定される力の大きさ（当該土石流により流下する土石等の量、土地の

勾配等に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）が、通常の

建築物が土石流に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損

壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさ（当該土石流により力が当該通常

の建築物に作用する場合の土石流の高さに応じて国土交通大臣が定める方法により算

政令
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政令

出した数値とする。）を上回る土地の区域

三 地滑り 次の要件を満たす土地の区域

イ その土地の区域内に建築物が存するとした場合に地滑り地塊の滑りに伴って生じ

た土石等の移動により力が当該建築物に作用した時から三十分間が経過した時にお

いて当該建築物に作用すると想定される力の大きさ（当該地滑り地塊の規模等に応

じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）が、通常の建築物が

土石等の移動に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損

壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさ（当該地滑り地塊の滑りに伴っ

て生じた土石等の移動により力が当該通常の建築物に作用する場合の土石等の高さ

に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値とする。）を上回る土地の

区域であること。

ロ 地滑り区域に隣接する一定の土地の区域であって、当該地滑り区域及び一定の土

地の区域を投影した水平面上において、当該一定の土地の区域の投影のすべてが、

特定境界線投影を当該水平面上において地滑り方向に六十メートル平行に移動した

ときにできる軌跡の範囲内にあるものであること。

（建築物の構造の規制に必要な衝撃に関する事項）

第四条 法第八条第二項の政令で定める衝撃に関する事項は、次の各号に掲げる土砂災害

の発生原因となる自然現象の区分に応じ、当該各号に定める事項とする。

一 急傾斜地の崩壊 イに掲げる区域の区分並びに当該区域の区分ごとに定めるロ及び

ハに掲げる事項

イ 土砂災害特別警戒区域について、急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動又は堆積に

より建築物の地上部分に作用すると想定される力の大きさを考慮して国土交通大臣

が定める方法により、行う区域の区分

ロ イの定めるところにより区分された区域内に建築物が存するとした場合に急傾斜

地の崩壊に伴う土石等の移動により当該建築物の地盤面に接する部分に作用すると

想定される力の大きさ（当該急傾斜地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の下端から

当該建築物までの水平距離等に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数

値とする。）のうち最大のもの及び当該力が当該建築物に作用する場合の土石等の

高さ

ハ イの定めるところにより区分された区域内に建築物が存するとした場合に急傾斜

地の崩壊に伴う土石等の堆積により当該建築物の地盤面に接する部分に作用すると

想定される力の大きさ（当該急傾斜地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の下端から

当該建築物までの水平距離等に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数

値とする。）のうち最大のもの及び当該力が当該建築物に作用する場合の土石等の

高さ

二 土石流 イに掲げる区域の区分及び当該区域の区分ごとに定めるロに掲げる事項

イ 土砂災害特別警戒区域について、土石流により建築物に作用すると想定される力

の大きさを考慮して国土交通大臣が定める方法により、行う区域の区分

ロ イの定めるところにより区分された区域内に建築物が存するとした場合に土石流
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により当該建築物の地盤面に接する部分に作用すると想定される力の大きさ（当該

土石流により流下する土石等の量、土地の勾配等に応じて国土交通大臣が定める方

法により算出した数値とする。）のうち最大のもの及び当該力が当該建築物に作用

する場合の土石流の高さ

三 地滑り 土砂災害特別警戒区域内に建築物が存するとした場合に地滑り地塊の滑り

に伴って生じた土石等の移動により力が当該建築物に作用した時から三十分間が経過

した時において当該建築物の地盤面に接する部分に作用すると想定される力の大きさ

（当該地滑り地塊の規模等に応じて国土交通大臣が定める方法により算出した数値と

する。）及び当該力が当該建築物に作用する場合の土石等の高さ

（特定開発行為の制限の適用除外）

第五条 法第九条第一項ただし書の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。

一 非常災害のために必要な応急措置として行う開発行為

二 仮設建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為

（制限用途）

第六条 法第九条第二項の政令で定める社会福祉施設、学校及び医療施設は、次に掲げる

ものとする。

一 老人福祉施設（老人介護支援センターを除く。）、有料老人ホーム、身体障害者社会

参加支援施設、障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム、障害福祉サー

ビス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を行う事業に限る。）

の用に供する施設、保護施設（医療保護施設及び宿所提供施設を除く。）、児童福祉施

設（児童自立支援施設を除く。）、母子福祉施設、母子健康センターその他これらに類

する施設

二 特別支援学校及び幼稚園

三 病院、診療所及び助産所

（対策工事等の計画の技術的基準）

第七条 法第十一条の政令で定める技術的基準は、次のとおりとする。

一 対策工事の計画は、対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画と相まって、

特定予定建築物における土砂災害を防止するものであるとともに、開発区域及びその

周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることのないものであるこ

と。

二 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画は、対策工事の計画と相まって、

開発区域及びその周辺の地域における土砂災害の発生のおそれを大きくすることのな

いものであること。

三 土砂災害の発生原因が急傾斜地の崩壊である場合にあっては、対策工事の計画は、

急傾斜地の崩壊により生ずる土石等を特定予定建築物の敷地に到達させることのない

よう、次のイからハまでに掲げる工事又は施設の設置の全部又は一部を当該イからハ

までに定める基準に従い行うものであること。
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イ のり切 地形、地質等の状況を考慮して、急傾斜地の崩壊を助長し、又は誘発す

ることのないように施行すること。

ロ 急傾斜地の全部又は一部の崩壊を防止するための施設 次の(1)から(3)までに掲

げる施設の種類の区分に応じ、当該(1)から(3)までに定める基準に適合するもので

あること。

(1) 土留 のり面の崩壊を防止し、土圧、水圧及び自重によって損壊、転倒、滑動

又は沈下をせず、かつ、その裏面の排水に必要な水抜穴を有する構造であること。

(2) のり面を保護するための施設 石張り、芝張り、モルタルの吹付け等によりの

り面を風化その他の侵食に対して保護する構造であること。

(3) 排水施設 その浸透又は停滞により急傾斜地の崩壊の原因となる地表水及び地

下水を急傾斜地から速やかに排除することができる構造であること。

ハ 急傾斜地の崩壊が発生した場合に生じた土石等を堆積するための施設 土圧、水

圧、自重及び土石等の移動又は堆積により当該施設に作用する力によって損壊、転

倒、滑動又は沈下をしない構造であること。

四 土砂災害の発生原因が土石流である場合にあっては、対策工事の計画は、土石流を

特定予定建築物の敷地に到達させることのないよう、次のイからニまでに掲げる施設

の設置の全部又は一部を当該イからニまでに定める基準に従い行うものであること。

イ 山腹工 山腹の表層の風化その他の侵食を防止すること等により当該山腹の安定

性を向上する機能を有する構造であること。

ロ えん堤 土石流により流下する土石等を堆積することにより渓床を安定する機能

を有し、かつ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該えん堤に作用する力によっ

て損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。

ハ 床固 渓流の土石等の移動を防止することにより渓床を安定する機能を有し、か

つ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該床固に作用する力によって損壊、転倒、

滑動又は沈下をしない構造であること。

ニ 土石流を開発区域外に導流するための施設 その断面及び勾配が当該施設を設置

する地点において流下する土石流を開発区域外に安全に導流することができる構造

であること。

五 土砂災害の発生原因が地滑りである場合にあっては、対策工事の計画は、地滑り地

塊の滑りに伴って生じた土石等を特定予定建築物の敷地に到達させることのないよ

う、次のイからへまでに掲げる工事又は施設の設置の全部又は一部を当該イからへま

でに定める基準に従い行うものであること。

イ 地滑り地塊の除去 地形、地質等の状況を考慮して、地滑りを助長し、又は誘発

することのないように施行し、かつ、地滑り地塊の除去により形成されたのり面を

安定するように施行すること。

ロ 水流の付替え 地形、地質、流水等の状況を考慮して、流水が速やかに流下する

ように施行すること。

ハ 排水施設 地滑りの原因となる地表水及び地下水を地滑り区域から速やかに排除

することができる構造であること。

ニ 土留及びくい 地滑り力に対して安全な構造であること。
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ホ ダム、床固、護岸、導流堤及び水制 地滑り地塊を安定させている土地を流水に

よる浸食に対して保護する構造であること。

ヘ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等を堆積するための施設 土圧、水圧、自

重及び地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により当該施設に作用する

力によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造であること。

六 対策工事の計画及び対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画において定め

る高さが二メートルを超える擁壁については、建築基準法施行令（昭和二十五年政令

第三百三十八号）第百四十二条（同令第七章の八の準用に関する部分を除く。）に定

めるところによるものであること。

（費用の補助）

第八条 法第二十六条の規定による国の都道府県に対する補助金の額は、基礎調査に要す

る費用の額に三分の一を乗じて得た額とする。

（緊急時の指示）

第九条 法第二十八条の政令で定める事務は、法第六条第一項及び第三項から第五項まで、

第八条第一項及び第三項から第五項まで並びに第二十五条第一項に規定する事務とす

る。

附則 抄

（施行期日）

第一条 この政令は、法の施行の日（平成十三年四月一日）から施行する。

附則（平成十八年九月二十六日政令第三百二十号）

この政令は、障害者自立支援法〔平成十七年十一月法律第百二十三号〕の一部の施行の

日（平成十八年十月一日）から施行する。

附則（平成十九年三月二十二日政令第五十五号抄）

（施行期日）

第一条 この政令は、平成十九年四月一日から施行する。
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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則

（平成十三年三月三十日国土交通省令第七十一号）

一部改正：平成十七年六月一日国土交通省令第六十二号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第

五十七号）第四条第二項、第六条第四項及び第五項、第八条第四項及び第五項、第十条、

第十三条第一項、第十六条第一項及び第二項、第十七条、第十九条並びに第二十条第三項

並びに土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（平成十

三年政令第八十四号）第一条の規定に基づき、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律施行規則を次のように定める。

（基礎調査の結果の通知の方法）

第一条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（以下「法」

という。）第四条第二項の規定による通知は、基礎調査の終了後、遅滞なく、基礎調査

の結果及びその概要を記載した書面を送付して行わなければならない。

（損失の補償の裁決申請書の様式）

第二条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（以下

「令」という。）第一条の規定による裁決申請書の様式は、別記様式第一とし、正本一

部及び写し一部を提出するものとする。

（土砂災害警戒区域の指定の公示の方法）

第三条 法第六条第四項（同条第六項において準用する場合を含む。）の規定による土砂

災害警戒区域の指定（同条第六項において準用する場合にあっては、指定の解除。以下

この条において同じ。）の公示は、当該指定をする旨並びに当該土砂災害警戒区域及び

当該土砂災害警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を明示して、

都道府県の公報に掲載して行うものとする。この場合において、当該土砂災害警戒区域

の明示については、次のいずれかによることとする。

一 市町村（特別区を含む。以下同じ。）、大字、字、小字及び地番

二 一定の地物、施設、工作物又はこれらからの距離及び方向

三 平面図

（都道府県知事の行う土砂災害警戒区域の指定の公示に係る図書の送付）

第四条 法第六条第五項（同条第六項において準用する場合を含む。）の規定による送付

は、土砂災害警戒区域位置図及び土砂災害警戒区域区域図により行わなければならない。

２ 前項の土砂災害警戒区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、土砂災害警戒区域の位

置を表示した地形図でなければならない。

３ 第一項の土砂災害警戒区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、当該土砂災害警

戒区域及び当該土砂災害警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類を

省令
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表示したものでなければならない。

（土砂災害に関する情報の伝達方法等を住民に周知させるための必要な措置）

第五条 法第七条第三項の住民に周知させるための必要な措置は、次に掲げるものとする。

一 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域並びにこれらの区域における土砂災害

の発生原因となる自然現象の種類を表示した図面に法第七条第三項に規定する事項を

記載したもの（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録を含む。）を、印刷物の配布その他の適切な方法により、

各世帯に提供すること。

二 前号の図面に表示した事項及び記載した事項に係る情報を、インターネットの利用

その他の適切な方法により、住民がその提供を受けることができる状態に置くこと。

（土砂災害特別警戒区域の指定の公示の方法）

第六条 法第八条第四項（同条第九項において準用する場合を含む。）の規定による土砂

災害特別警戒区域の指定（同条第九項において準用する場合にあっては、指定の解除。

以下この条において同じ。）の公示は、当該指定をする旨並びに当該土砂災害特別警戒

区域、当該土砂災害特別警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及

び令第四条に規定する衝撃に関する事項を明示して、都道府県の公報に掲載して行うも

のとする。この場合において、当該土砂災害特別警戒区域の明示については、次のいず

れかによることとする。

一 市町村、大字、字、小字及び地番

二 一定の地物、施設、工作物又はこれらからの距離及び方向

三 平面図

（都道府県知事の行う土砂災害特別警戒区域の指定の公示に係る図書の送付）

第七条 法第八条第五項（同条第九項において準用する場合を含む。）の規定による送付

は、土砂災害特別警戒区域位置図及び土砂災害特別警戒区域区域図により行わなければ

ならない。

２ 前項の土砂災害特別警戒区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、当該土砂災害特別

警戒区域、土砂災害特別警戒区域の位置を表示した地形図でなければならない。

３ 第一項の土砂災害特別警戒区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、当該土砂災

害特別警戒区域における土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び令第四条に規定

する衝撃に関する事項を表示したものでなければならない。

（特定開発行為の許可の申請）

第八条 第九条第一項の許可を受けようとする者は、別記様式第二の特定開発行為許可申

請書を都道府県知事に提出しなければならない。

２ 法第十条第一項第三号及び第四号の工事の計画は、計画説明書及び計画図により定め

なければならない。

３ 前項の計画説明書は、対策工事等の計画の方針、急傾斜地の崩壊等のおそれのある土

省令
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地の現況並びに開発区域（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区。以下同

じ。）内の土地の現況及び土地利用計画を記載したものでなければならない。

４ 第二項の計画図は、次の表の定めるところにより作成したものでなければならない。

図面の種類 明示すべき事項 縮尺

現況地形図 地形、土砂災害特別警戒区域及び開発区域の 二千五百分の一以上

境界、対策工事等を施行する位置並びに当該

対策工事等の種類

土地利用計画図 開発区域の境界並びに特定予定建築物の用途 千分の一以上

及び敷地の形状

造成計画平面図 開発区域の境界、切土又は盛土をする土地の 千分の一以上

部分及び当該開発区域における対策施設を設

置する位置

造成計画断面図 切土又は盛土をする前後の地盤面 千分の一以上

対策工事等平面図 対策工事等を施行する位置及び当該対策工事 千分の一以上

等の種類

対策工事等断面図 対策工事等を施行する前後の地盤面の状況及 千分の一以上

び対策工事等の種類

対策施設構造図 対策施設（令第七条第三号から第五号までに 二百分の一以上

規定する施設及び同条第六号に規定する擁壁

をいう。以下この条において同じ。）の種類及

び構造

５ 第一項の場合において、対策施設を設置しようとする者は、令第七条第三号から第六

号までに規定する技術的基準に適合することを説明する構造計算書を提出しなければな

らない。

（特定開発行為の許可申請書の記載事項）

第九条 法第十条第一項第五号の国土交通省令で定める事項は、対策工事等の着手予定年

月日及び対策工事等の完了予定年月日とする。

（特定開発行為の許可の申請書の添付図書）

第十条 法第十条第二項の国土交通省令で定める図書は開発区域位置図及び開発区域区域



20

省令

図とする。

２ 前項の開発区域位置図は、縮尺五万分の一以上とし、開発区域の位置を表示した地形

図でなければならない。

３ 第一項の開発区域区域図は、縮尺二千五百分の一以上とし、開発区域の区域並びにそ

の区域を明らかに表示するに必要な範囲内において市町村界、大字、字及び小字の境界、

土砂災害特別警戒区域界並びに土地の地番及び形状を表示したものでなければならな

い。

（既着手の場合の届出の方法）

第十一条 法第十三条第一項の規定による届出は、別記様式第三に掲げる届出書を提出し

てしなければならない。

（軽微な変更）

第十二条 法第十六条第一項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更は、対策工事等

の着手予定年月日及び対策工事等の完了予定年月日の変更とする。

（変更の許可の申請書の記載事項）

第十三条 法第十六条第二項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。

一 変更に係る事項

二 変更の理由

三 特定開発行為の許可の許可番号

（対策工事等の完了の届出）

第十四条 法第十七条第一項の規定による届出は、別記様式第四の工事完了届出書を提出

して行うものとする。

（検査済証の様式）

第十五条 法第十七条第二項に規定する検査済証の様式は、別記様式第五とする。

（対策工事等の完了公告）

第十六条 法第十七条第三項に規定する対策工事等の完了の公告は、開発区域又は工区に

含まれる地域の名称並びに特定開発行為の許可を受けた者の住所及び氏名を明示して、

都道府県の公報に掲載して行うものとする。

（特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出）

第十七条 法第十九条に規定する特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出は、別記

様式第六による特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出書を提出して行うものと

する。

（都道府県知事の命令に関する公示の方法）
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省令

第十八条 法第二十条第三項の国土交通省令で定める方法は、都道府県の公報への掲載と

する。

附則 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、法の施行の日（平成十三年四月一日）から施行する。

附則（平成十七年六月一日国土交通省令第六十二号）

（施行期日）

第一条 この省令は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年七月一日）から施行する。

別記様式第一 （第二条関係）

別記様式第二 （第八条関係）

別記様式第三 （第十一条関係）

別記様式第四 （第十四条関係）

別記様式第五 （第十五条関係）

別記様式第六 （第十七条関係）
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別記様式第一（第二条関係）

裁 決 申 請 書

裁決申請者 住所

氏名

相 手 方 住所

氏名

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第５条第９項

の規定による協議が成立しないので、下記により、裁決を申請します。

記

１ 損失の事実

２ 損失の補償の見積り及びその内容

３ 協議の経過

年 月 日

裁決申請者 住所

氏名 印

殿

備考

１ 「損失の事実」については、発生の場所及び時期をあわせて記載すること。

２ 「損失の補償の見積り及びその内容」については、積算の基礎を明らかにす

ること。

３ 「協議の経過」については、経過の説明のほかに、協議が成立しない事情を

明らかにすること。

４ 裁決申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。

５ 裁決申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う

場合においては、押印を省略することができる。

省令
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別記様式第二（第八条関係）

特 定 開 発 行 為 許 可 申 請 書

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す ※ 手数料欄

る法律第９条第１項の規定により、特定開発行為の許可を申請

します。

年 月 日

殿

許可申請者住所

氏名 印

１ 開発区域に含まれる地域の名称

特

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

定

３ 特 定 予 定 建 築 物 の 用 途

開

４ 特定予定建築物の敷地の位置

発

５ 対 策 工 事 の 概 要

行

６ 対策工事以外の特定開発行為に関

為 する工事の概要

の ７ 対 策 工 事 等 着 手 予 定 年 月 日 年 月 日

概 ８ 対 策 工 事 等 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

要 ９ そ の 他 必 要 な 事 項

※受 付 番 号 年 月 日 第 号

※許可に付した条件

※許 可 番 号 年 月 日 第 号

備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び

代表者の氏名を記載すること。

２ 許可申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で

行う場合においては、押印を省略することができる。

３ ※印のある欄は記載しないこと。

４ 「その他必要な事項」の欄には、特定開発行為を行うことについて、他

の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続の状況を記載する

こと。

省令
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別記様式第三（第十一条関係）

届 出 書

年 月 日

殿

届出者 住所

氏名

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第１３条第１

項の規定により、下記の工事について届け出ます。

記

１ 開発区域に含まれる地域の名称

２ 開 発 区 域 の 面 積 平方メートル

３ 特 定 予 定 建 築 物 の 用 途

４ 特定予定建築物の敷地の位置

５ 対 策 工 事 の 概 要

６ 対策工事以外の特定開発行為に

関する工事の概要

７ 対 策 工 事 等 の 着 手 年 月 日 年 月 日

８ 対策工事等の完了予定年月日 年 月 日

９ 対 策 工 事 等 の 進 捗 状 況

備考 許可申請者又は対策工事等施行者が法人である場合においては、氏名は、そ

の法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
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別記様式第四（第十四条関係）

対 策 工 事 等 完 了 届 出 書

年 月 日

殿

届出者 住所

氏名 印

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第１７条第１

項の規定により、特定開発行為の許可に関する対策工事等（許可番号 年 月

日 第 号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１ 対策工事等の完了年月日 年 月 日

２ 対策工事等を完了した開発区域

に含まれる地域の名称

※受 付 番 号 年 月 日 第 号

※検 査 年 月 日 年 月 日

※検 査 結 果 合 否

※検 査 済 証 番 号 年 月 日 第 号

※工事完了公告年月日 年 月 日

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う

場合においては、押印を省略することができる。

３ ※印のある欄は記載しないこと。
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別記様式第五（第十五条関係）

特定開発行為に関する対策工事等の検査済証

第 号

年 月 日

都道府県知事 印

下記の特定開発行為に関する対策工事等は、 年 月 日検査の結果土砂

災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項の規定

による特定開発行為の許可の内容に適合していることを証明します。

記

１ 許可番号 年 月 日 第 号

２ 開発区域又は工区に含まれ

る地域の名称

３ 許可を受けた者の住所及び

氏名
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別記様式第六（第十七条関係）

特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出書

年 月 日

殿

届出者住所氏名 印

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第１９条の

規定により、特定開発行為に関する対策工事等（許可番号 年 月 日

第 号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記

１ 特定開発行為に関する対策工事等

を廃止した年月日 年 月 日

２ 特定開発行為に関する対策工事等

の廃止に係る開発区域に含まれる

地域の名称

３ 特定開発行為に関する対策工事等

の廃止に係る開発区域の面積

備考 １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表

者の氏名を記載すること。

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う

場合においては、押印を省略することができる。
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○国土交通省告示第三百三十二号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（平成十三年

政令第八十四号）第二条第二号、第三条第一号イ及びロ、第二号並びに第三号イ並びに第

四条各号の規定に基づき、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律施行令第二条第二号に規定する国土交通大臣が定める方法等を定める告示を次のよう

に定める。

平成十三年三月二十八日

国土交通大臣 林 寛子

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令第２条

第２号の規定に基づき国土交通大臣が定める方法等を定める告示

第１ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（以下

「令」という。）第２条第２号の規定に基づき国土交通大臣が定める方法は、次の式に

より計測することとする。

θ＝tan－１（Ｈ／Ｌ）

この式において、θ、Ｈ及びＬは、それぞれ次の数値を表すものとする。

θ 土石流が発生した場合に土砂災害の発生のおそれのある土地の勾配（単位
こう

度）

Ｈ 地形図上において、その流水が山麓における扇状の地形の地域に流入する地点
ろく

より上流の部分の勾配が急な河川（当該上流の流域面積が５平方キロメートル以

下であるものに限る。）のうち当該地点より下流の部分及び当該下流の部分に隣

接する一定の土地の区域にあり、かつ、土石流が流下すると想定される方向に平

行な直線上にある２地点間の標高差を計測した数値（単位 メートル）

Ｌ 地形図上において、その標高差を計測した２地点間の水平距離を計測した数値

（単位 メートル）

第２ 建築物又はその地上部分に作用すると想定される力の大きさを算出するに当たりよ

るべき国土交通大臣が定める方法は、次のとおりとする。

１ 令第３条第１号イの規定に基づき当該急傾斜地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の

下端から当該建築物までの水平距離等に応じて国土交通大臣が定める方法は、次の式

により算出することとする。

Ｆsm＝ρmｇｈsm

ｂu

ａ
1－exp －2ａＨ／ｈsmsinθu cos2 θu－θd

exp －2ａＸ／ｈsm ＋
ｂd

ａ
1－exp －2ａＸ／ｈsm

告示
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この式において、Ｆsm、ρm、ｇ、ｈsm、ｂu、ａ、Ｈ、θu、θd、Ｘ 及びｂdは、それぞ

れ次の数値を表すものとする。

Ｆsm 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動により建築物の地上部分に作用すると想

定される力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

ρm 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の密度（単位 １立方メ

ートルにつきトン）

ｇ 重力加速度（単位 メートル毎秒毎秒）

ｈsm 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の移動の高さ（単位 メ

ートル）

ｂu 次の式によって計算した係数

この式において、θu、σ、ｃ及びφは、それぞれ次の数値を表すものとする。

θu 急傾斜地の傾斜度（単位 度）

σ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の比重

ｃ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の容積濃度

φ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の内部摩擦角

（単位 度）

ａ 次の式によって計算した係数

この式において、σ、ｃ及びｆbは、それぞれ次の数値を表すものとする。

σ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の比重

ｃ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の容積濃度

ｆb 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の流体抵抗係数

Ｈ 急傾斜地の高さ（単位 メートル）

θu 急傾斜地の傾斜度（単位 度）

θd 急傾斜地の下端に隣接する急傾斜地以外の土地の傾斜度（単位 度）

Ｘ 急傾斜地の下端から当該建築物までの水平距離（単位 メートル）

ｂd 次の式によって計算した係数

この式において、θｄ、σ、ｃ及びφは、それぞれ次の数値を表すものとす

る。

ｂu＝cosθu tanθu－
σ－1 ｃ＋1

σ－1 c
tanφ

ａ＝
σ－1 ｃ＋1

2
ｆb

ｂd＝cosθd tanθd－
σ－1 ｃ＋1

σ－1 ｃ
tanφ

告示
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告示

θｄ 急傾斜地の下端に隣接する急傾斜地以外の土地の傾斜度（単位

度）

σ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の比重

ｃ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の容積濃度

φ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動時の当該土石等の内部摩擦角

（単位 度）

２ 令第３条第１号ロの規定に基づき当該急傾斜地の高さ及び傾斜度、当該急傾斜地の

下端から当該建築物までの水平距離等に応じて国土交通大臣が定める方法は、次の式

により算出することとする。

この式において、Ｆsa、γ、ｈ、φ及びδは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｆsa 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積により建築物の地上部分に作用すると想
たい

定される力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

γ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積時の当該土石等の単位堆積重量（単位

１立方メートルにつきキロニュートン）

ｈ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積時の当該土石等の堆積の高さ（単位 メ

ートル）

φ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積時の当該土石等の内部摩擦角（単位

度）

δ 建築物の壁面摩擦角（単位 度）

３ 令第３条第２号の規定に基づき当該土石流により流下する土石等の量、土地の勾配

等に応じて国土交通大臣が定める方法は、次の式により算出することとする。

Ｆｄ ＝ ρｄ Ｕ２

この式において、Ｆｄ 、ρｄ 及びＵは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｆｄ 土石流により建築物に作用すると想定される力の大きさ（単位 １平方メー

トルにつきキロニュートン）

ρｄ 次の式により計算した土石流の密度（単位 １立方メートルにつきトン）

この式において、ρ、φ及びθは、それぞれ次の数値を表すものとする。

ρ 土石流に含まれる流水の密度（単位 １立方メートルにつきトン）

φ 土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（単位 度）

θ 土石流が流下する土地の勾配（単位 度）

Ｕ 次の式により計算した土石流の流速（単位 メートル毎秒）

Ｆsa＝
cosδ １＋ sin φ＋δ sinφ／cosδ ２

γｈ cos２φ

ρｄ＝
tanφ－tanθ

ρtanφ
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告示

この式において、ｈ、θ、ｎは、それぞれ次の数値を表すものとする。

ｈ 次の式により計算した土石流の高さ（単位 メートル）

この式において、ｎ、Ｃ＊、Ｖ、σ、ρ、φ、θ及びＢは、それぞれ次

の数値を表すものとする。

ｎ 粗度係数

Ｃ＊ 堆積土石等の容積濃度

Ｖ 土石流により流下する土石等の量（単位 立方メートル）

σ 土石流に含まれる礫の密度（単位 １立方メートルにつきト

ン）

ρ 土石流に含まれる流水の密度（単位 １立方メートルにつきト

ン）

φ 土石流に含まれる土石等の内部摩擦角（単位 度）

θ 土石流が流下する土地の勾配（単位 度）

Ｂ 土石流が流下する幅（単位 メートル）

θ 土石流が流下する土地の勾配（単位 度）

ｎ 粗度係数

４ 令第３条第３号イの規定に基づき当該地滑り地塊の規模等に応じて国土交通大臣が

定める方法は、次の式により算出することとする。

ただし、 を超えないものとする。

この式において、Ｆｌ、γ、Ｌ、Ｘ及びφは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｆｌ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により力が建築物に作用した

時から30分間が経過した時において当該建築物に作用すると想定される力の大

きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

γ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の単位体積重量（単位 １立方メー

トルにつきキロニュートン）

Ｌ 地滑り区域における令第２条第３号ロの二本の直線間の距離（単位 メート

Ｕ＝
ｈ２／３ sinθ １／２

ｎ

ｈ＝
0.01ｎＣ＊Ｖ（σ－ρ）（tanφ－tanθ）

ρＢ（sinθ）１／２ tanθ

３／５

Ｆｌ＝γ（Ｌ－Ｘ）
1－ 2 sinφ

cosφ ２

tanφ

Ｆｌ＝2γ
1－ 2 sinφ

cosφ ２

tanφ
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告示

ル）

Ｘ 地滑り区域における令第２条第３号ロの特定境界線投影から当該建築物まで

の地滑り方向における水平距離（単位 メートル）

φ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の内部摩擦角（単位 度）

第３ 通常の居室を有する建築物が住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれの

ある損壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさを算出するに当たりよるべ

き国土交通大臣が定める方法は、次のとおりとする。

１ 令第３条第１号イの規定に基づき当該急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動により力

が当該通常の建築物に作用する場合の土石等の高さに応じて国土交通大臣が定める方

法は、次の式により算出することとする。

この式において、 Ｐ１及びＨ１は、 それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｐ１ 通常の建築物が急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動に対して住民等の生命又

は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずることなく耐えることの

できる力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

Ｈ１ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動により力が通常の建築物に作用する場合

の土石等の高さ（単位 メートル）

２ 令第３条第１号ロの規定に基づき当該急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積により力

が当該通常の建築物に作用する場合の土石等の高さに応じて国土交通大臣が定める方

法は、次の式により算出することとする。

この式において、Ｗ１及びＨ２は、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｗ１ 通常の建築物が急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積に対して住民等の生命又

は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずることなく耐えることの

できる力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

Ｈ２ 急傾斜地の崩壊に伴う土石等の堆積により力が通常の建築物に作用する場合

の土石等の高さ（単位 メートル）

３ 令第３条第２号の規定に基づき当該土石流により力が当該通常の建築物に作用する

場合の土石流の高さに応じて国土交通大臣が定める方法は、次の式により算出するこ

ととする。

Ｐ１＝
Ｈ１（5.6－Ｈ１）

35.3

Ｗ１＝
Ｈ２（8.4－Ｈ２）

106.0

Ｐ２＝
Ｈ３（5.6－Ｈ３）

35.3
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告示

この式において、Ｐ２及びＨ３は、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｐ２ 通常の建築物が土石流に対して住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずる

おそれのある損壊を生ずることなく耐えることのできる力の大きさ（単位 １

平方メートルにつきキロニュートン）

Ｈ３ 土石流により力が通常の建築物に作用する場合の土石流の高さ（単位 メー

トル）

４ 令第３条第３号イの規定に基づき当該地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移

動により力が当該通常の建築物に作用する場合の土石等の高さに応じて国土交通大臣

が定める方法は、次の式により算出することとする。

この式において、 Ｗ２及びＨ４は、 それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｗ２ 通常の建築物が地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動に対して住民

等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある損壊を生ずることなく耐

えることのできる力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

Ｈ４ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により力が通常の建築物に作

用する場合の土石等の高さ（単位 メートル）

第４ 令第４条第１号イ及び第２号イの規定に基づき国土交通大臣が定める方法は、次の

１から３までに掲げる急傾斜地の崩壊に伴う土石等の移動若しくは堆積又は土石流の高

さの区分に応じ、当該１から３までに定める基準により区域を区分することとする。

１ 令第４条第１号ロの土石等の高さが１メートル以下の場合 急傾斜地の崩壊に伴う

土石等の移動により建築物に作用すると想定される力の大きさが１平方メートルにつ

き100キロニュートンを超える区域及びそれ以外の区域

２ 令第４条第１号ハの土石等の高さが３メートルを超える場合 急傾斜地の崩壊に伴

う土石等の堆積の高さが３メートルを超える区域及びそれ以外の区域

３ 令第４条第２号ロの土石流の高さが１メートルを超える場合 土石流により建築物

に作用すると想定される力の大きさが１平方メートルにつき50キロニュートンを超え

る区域及びそれ以外の区域

第５ 建築物の地盤面に接する部分に作用すると想定される力の大きさを算出するに当た

りよるべき国土交通大臣が定める方法は、次のとおりとする。

１ 次の各号の国土交通大臣が定める方法は、それぞれ当該各号に定める規定を準用す

る。

イ 令第４条第１号ロ 第２の１

ロ 令第４条第１号ハ 第２の２

ハ 令第４条第２号ロ 第２の３

Ｗ２＝
Ｈ４（8.4－Ｈ４）

106.0
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告示

２ 令第４条第３号の規定に基づき国土交通大臣が定める方法は、次の式により算出す

ることとする。

この式において、Ｆｌ、γ及びφは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｆｌ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の移動により力が建築物に作用した

時から30分間が経過した時において当該建築物の地盤面に接する部分に作用す

ると想定される力の大きさ（単位 １平方メートルにつきキロニュートン）

γ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の単位体積重量（単位 １立方メー

トルにつきキロニュートン）

φ 地滑り地塊の滑りに伴って生じた土石等の内部摩擦角（単位 度）

附 則

この告示は、平成13年４月１日から施行する。

Ｆｌ＝2γ
1－ 2 sinφ

cosφ ２

tanφ
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○国土交通省告示第1131号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第３条第５項の規定に基づき、土砂災害防止対策基本指針を変更したので、同条
第四項の規定に基づき公表する。

平成18年９月25日
国土交通大臣 北側 一雄

土砂災害防止対策基本指針
一 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき行われ

る土砂災害の防止のための対策に関する基本的な事項
１ 土砂災害防止対策基本指針の位置付け

我が国は、国土の約七割を山地・丘陵地が占め、地質的にも脆弱で、梅雨期の集
ぜい

中豪雨、台風に伴う豪雨等により、急傾斜地の崩壊、土石流又は地滑りを原因とす
る土砂災害が全国各地で発生している。特に近年は、集中豪雨等の増加による自然
災害が頻発しており、平成16年は、現行の方式で統計をとり始めた昭和57年以降最
多となる2500件を超える土砂災害が発生し、平成17年においても九州地方で総雨量
1300ミリを上回る降雨をもたらした台風第14号に起因する土砂災害が多数発生して
いる。

また、平成17年における土砂災害の死者・行方不明者のうち七割が高齢者、障害
者、乳幼児に代表される災害時要援護者であるなど、土砂災害によりこれらの災害
時要援護者が被害に遭うケースが顕著である。

さらに、市街地の拡大等に伴い、土砂災害の危険性に対する認識が不十分なまま
に、渓流の出口や斜面付近の土地等、潜在的に土砂災害が発生するおそれがある土
地の区域に住宅等が立地しており、土砂災害の発生の重要な要因の一つとなってい
る。

このような状況に対し、従来から、各種の対策工事を推進し、危険箇所の安全度
を高めていく対策が展開されてきているが、国土交通省所管の土砂災害の危険箇所
は、５戸以上の人家に被害が生ずると想定される箇所等が、全国に約21万箇所もあ
る。さらに、急傾斜地の崩壊について見ると、平成９年から平成14年までの間に、
約3400箇所について対策工事により整備を図ったが、依然、土砂災害防止施設の整
備水準は未だ20パーセント台にとどまっており、危険箇所について、すべて対策工
事により安全を確保していくとした場合には、膨大な時間と費用が必要となると見
込まれる。

このため、土砂災害の防止のための対策の推進に当たっては、対策工事というハ
ード対策と相まって、土砂災害が発生するおそれがある土地の区域をあらかじめ明
らかにし、住民に対してハザードマップ（土砂災害警戒区域等における土砂災害防
止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号。以下「法」という。）第７条第
３項に規定する「印刷物」をいう。以下同じ。）による避難場所等の周知や情報伝
達体制の整備等により、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、著
しい土砂災害が発生するおそれがある土地の区域において一定の開発行為を制限す
るほか、建築物の構造を規制するなど、各種のソフト対策を総合的に実施すること
が重要である。土砂災害防止対策基本指針は、法に基づき行われる土砂災害の防止
のための対策の推進に関する基本的な方向を示すものである。

２ 行政の「知らせる努力」と住民の「知る努力」とが相乗的に働く社会システムの
構築

土砂災害の防止に当たっては、これまで行政は、砂防法（明治30年法律第29号）、
地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関
する法律（昭和44年法律第57号）等の施行、各種事業の遂行、土砂災害に関する科
学的知見の蓄積等に努めてきた。

この結果、土砂災害については、その発生メカニズム及び想定被害範囲について
相当程度把握することが可能となってきたものの、突発的に発生する特徴を有する
ものであるため、発生日時を正確に予知することは未だ難しい。このことは、自然
災害による死者・行方不明者のうち土砂災害によるものが約半数を占める要因の一

告示（基本指針）
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つとなっている。
また、全国各地における、新興住宅地の造成、従前からの地域共同社会の弱体化

等に伴い、土砂災害の前兆を伝承から把握することや、地域における過去の土砂災
害の実態や土砂災害が発生するおそれがある土地の区域を地名等から把握すること
が困難であることが多くなり、住民にとって適時・適切な警戒避難行動をとること
が著しく困難となっている。

したがって、今後、土砂災害から国民の生命及び身体を保護するためには、行政
は、過去の土砂災害の実態や土砂災害のおそれがある土地の区域等に関する情報を、
その内容に正確を期するよう配慮しつつ、積極的に提供することにより、地域や個
人が土砂災害に適切に対応できるよう、最大限の「知らせる努力」をすることが求
められる。

また、住民は、行政が提供するこのような情報を日頃から十分に把握するよう努
めるとともに、前述した土砂災害の特質、その前兆等に関する知識を得るための
「知る努力」を惜しまないことが重要である。そして、一人一人のかけがえのない
生命及び身体を守るため、各人も土砂災害への備えを自主的に行い、適時・適切な
警戒避難行動をとるなど、的確な判断及び行動が求められる。特に、身近に災害時
要援護者がいる場合は、避難支援等共助に努めることが必要である。

これらのことから、行政の「知らせる努力」と住民の「知る努力」とが相乗的に
働く社会システムを構築していくことを、土砂災害の防止のための対策に関する基
本理念とする。

３ その他の基本的な事項
法においては「土砂災害から国民の生命及び身体を保護する」ことを目的として

おり、かつ、法に基づく措置の中には国民の財産権を制限するものがあることから、
法の施行に当たっては、国民の生命及び身体の保護に万全を期するとともに、その
運用が適正かつ公平であることが重要である。

また、対策を講ずるに当たっては、その手続の透明性、検討体制の専門性、信頼
性等の確保を図ることが重要である。

二 法第４条第１項の基礎調査の実施について指針となるべき事項
１ 総合的かつ計画的な調査の実施

法第４条第１項の基礎調査（以下「基礎調査」という。）の実施に当たっては、
土砂災害が発生するおそれがある土地のうち、過去に土砂災害が発生した土地及び
その周辺の土地、地域開発が活発で住宅、社会福祉施設等の立地が予想される土地
等について優先的に調査を行うなど、計画的な調査の実施に努める。

また、調査を実施するに当たっては、土砂災害関連情報を有する国及び地域開発
の動向をより詳細に把握する市町村の関係部局との連携・協力体制を強化すること
が重要である。

２ 土砂災害が発生するおそれがある土地に関する調査
土砂災害が発生するおそれがある土地に関する調査として、次に掲げるものを行

う。
(1) 土砂災害が発生するおそれがある箇所の抽出

急傾斜地の崩壊等の発生により住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれが
あると認められる箇所について、地形図、航空写真等を用いて概略的に調査を行
い、必要に応じ現地確認を行うことにより、その位置の把握及び予想される土砂
災害の発生原因の特定を行う。

なお、同一の土地において急傾斜地の崩壊、土石流又は地滑りが輻輳して発生
ふくそう

することがあることから、これらの土砂災害の発生原因ごとに、もれなく状況を
把握するよう努める。

(2) 地形、地質、降水、植生等の状況に関する調査
( 1 )で把握した箇所について、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある土地

の区域の高さ、傾斜度、流域面積等の地形のほか、地質、降水、植生等の状況に
関する調査を行う。

(3) 土砂災害防止施設等の設置状況に関する調査

告示（基本指針）
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( 1 )で把握した箇所について、土砂災害を防止する効果がある施設の設置状況
に関する調査を行う。当該施設の土砂災害を防止する効果については、関係機関
・部局の協力の下、適正な評価を行う。

(4) 過去の土砂災害に関する調査
( 1 )で把握した箇所及びその周辺で過去に発生した土砂災害に関して、その際

の降雨量、急傾斜地の崩壊等の状況、被害の状況、土石等が到達し、又は堆積し
たい

た範囲等について、過去の土砂災害の痕跡、土砂災害に関係のある地名等も参考
こん

にしつつ、調査を行う。
(5) 土砂災害が発生するおそれがある土地の区域の把握

以上の調査結果を踏まえ、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に住民等の生命又
は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域の範囲を土砂災害警
戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行令（平成13年政令第
84号。以下「令」という。）第２条に規定する基準に基づき把握する。

３ 警戒避難体制等に関する調査
土砂災害から国民の生命及び身体を保護するためには、警戒避難体制の整備を行

なうことが必要である。警戒避難体制等に関する調査は、土砂災害警戒区域等の指
定及び指定後の警戒避難体制の整備を行う上で極めて重要な取組である。

ついては、２の( 5 )で把握した土砂災害が発生するおそれがある土地の区域につ
いて、警戒避難体制等に関する調査として、次に掲げるものを行う。
(1) 土砂災害に対する避難勧告等に関する調査

雨量計等の土砂災害に関する各種観測機器の設置状況、土砂災害警戒情報や前
兆現象等土砂災害発生予測に関する情報、避難勧告等の発令基準に関する調査を
行う。

(2) 情報の伝達に関する調査
住民への土砂災害に関する情報伝達体制の整備状況、社会福祉施設、医療施設

等災害時要援護者関連施設の立地状況及びこれらの施設への土砂災害に関する情
報伝達体制の整備状況に関する調査を行う。

(3) ハザードマップに関する調査
避難路・避難場所の設定状況、避難場所の建築物の構造等のハザードマップに

関する調査を行う。
(4) その他の調査

住宅の立地状況、道路の有無等の土地利用の状況に関する調査を行う。
また、当該土地の開発動向について、必要に応じ、市町村の関係部局からの情

報収集等を通じて調査を行う。調査の内容は、人口動態、地価動向、都市計画法
（昭和43年法律第1 0 0号）に基づく都市計画区域及び準都市計画区域の指定状況、
建物の建築状況、農地の転用状況等であり、これらについて推移を確認し、今後
の状況変化を予測するための参考とする。

三 法第６条第１項の土砂災害警戒区域及び法第８条第１項の土砂災害特別警戒区域の
指定について指針となるべき事項

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域（以下「土砂災害警戒区域等」とい
う。）は、基礎調査の結果を踏まえた上で、令に定める基準に基づいて、区域の指定
を行う。

土砂災害警戒区域等の指定は、土砂災害から国民の生命及び身体を保護する上で基
礎となるものであり、令に基づき都道府県知事が土砂災害のおそれがあると認めた土
地の区域については、可及的速やかに指定を行うことが重要である。また、斜面の深
層崩壊、山体の崩壊、想定をはるかに超える規模の土石流等については、予知・予測
が困難であることから、土砂災害警戒区域等の指定の範囲の特定に当たっては、技術
的に予知・予測が可能である表層崩壊等による土砂災害が発生するおそれがある土地
の区域について指定を行う。

土砂災害警戒区域等の指定要件に該当する区域が相当数に上る場合には、基礎調査
の結果を踏まえ、過去の土砂災害の実態、居室を有する建築物の多寡、災害時要援護
者関連施設の有無、開発の進展の見込み等を勘案して、逐次土砂災害警戒区域等を指
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定することが望ましい。
さらに、地震等の影響により地形的条件が変化した場合や、新たに土砂災害防止施

設等が設置された場合など、土砂災害警戒区域等の見直しが必要になった場合は、柔
軟かつ迅速に対応することが望ましい。

四 法第８条第１項の土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転その他法に基づき行われ
る土砂災害の防止のための対策に関し指針となるべき事項
１ 法第七条の警戒避難体制の整備等について指針となるべき事項

市町村防災会議等は、市町村地域防災計画に、警戒区域ごとに、土砂災害を防止
するために必要な警戒避難体制に関する事項について定めることとなるが、その際、
土砂災害警戒情報や土砂災害の前兆現象を土砂災害に関する避難勧告等の判断にあ
たり活用できることが望ましい。そのため、都道府県は、市町村や住民に対して土
砂災害警戒情報の伝達に努めるものとする。

市町村防災会議等が、土砂災害に関する情報、予報及び警報の災害時要援護者関
連施設に対する伝達方法を定めるに当たっては、併せて、災害時要援護者の避難支
援体制を定めることが望ましい。避難場所及び避難施設等の設定に当たっては、そ
れらの施設等の土砂災害に対する安全性及び災害時要援護者の円滑な避難という観
点に十分配慮することが必要である。また、市町村は、災害時要援護者を含む住民
に対して、避難勧告等が確実に伝達されるよう、情報伝達体制の整備に努めるもの
とする。

市町村が作成したハザードマップを住民に周知するに当たっては、併せて、土砂
災害に関する説明会を開催する等住民の土砂災害に関する関心と理解をより深める
ための工夫を行なうことが望ましい。さらに、市町村地域防災計画に定めた事項に
ついても、必要な事項は平時から住民によく周知を図るよう努めるものとする。

土砂災害から住民等の生命及び身体を保護するためには、土砂災害に対する住民
等の関心、理解及び危機意識の向上を図る必要があり、都道府県と市町村は協力し
て土砂災害に対して住民等を啓発するための防災教育や防災訓練の実施に努めるも
のとする。

２ 建築物の移転等の勧告
土砂災害特別警戒区域の指定の際、現に当該区域に存する居室を有する建築物に

ついては、建築基準法（昭和25年法律第2 0 1号）第３条第２項の規定に基づき、増
築、改築等を行うまでは、いわゆる既存不適格建築物として法第23条により建築基
準法第20条に基づく政令において定められる構造耐力に関する基準が適用されない
こととなる。

ただし、このような建築物についても、過去の土砂災害の実態等から見て土砂災
害が発生するおそれが急迫していると認められながらその所有者等が自ら必要な措
置を講じていない等、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれが大きい
と認めるときは、都道府県知事は、法第25条第１項に基づき、当該建築物の所有者
等に対し、当該建築物の移転等の勧告を行うことにより、土砂災害の防止を図る必
要がある。

また、建築物の所有者等が勧告された内容を実施することが困難である場合等に
は、土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるように努める。

３ 資金の確保等
国においては、法第25条第１項の勧告を受けた建築物の所有者等が建築物の移転

等を行う場合について、住宅金融公庫法（昭和25法律第1 5 6号）第17条第７項に基
づく住宅金融公庫の融資制度、危険住宅の移転を行う者に補助金を交付する地方公
共団体を国が助成する住宅・建築物耐震改修等事業などにより建築物の移転等の円
滑化を図る。

都道府県においても、建築物の移転等が円滑に行われるために必要な資金の確保、
融通又はそのあっせんに努める。


